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目 的 

1. 本文書では、スコープ2温室効果ガス排出の測定に用いる排出係数を選択する場合に、参考とな
る情報を提供することを目的としています。 
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何が求められているのか 

2. SSBJ 基準では、スコープ 2 温室効果ガス排出（企業が消費する、購入又は取得した電気、蒸
気、温熱又は冷熱（以下あわせて「電気等」といいます。）の生成から発生する間接的な温室効
果ガス排出）について、ロケーション基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出量の開示が求められ
ています（気候基準第 53項）。 

3. ロケーション基準とは、地域、地方、国などの特定された場所におけるエネルギー生成に関する平均
的な排出係数を用いて、スコープ 2 温室効果ガス排出を測定する方法をいいます（気候基準第 6

項(10)）。 

4. また、SSBJ基準では、スコープ 2温室効果ガス排出について、主要な利用者の理解に情報をもた
らすために必要な契約証書 1に関する情報がある場合には、ロケーション基準によるスコープ 2温室
効果ガス排出量の開示に加え、その契約証書に関する情報を提供することが求められていますが、
マーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス排出量を開示することにより、その契約証書に関する
情報の提供に代えることができると定められています（気候基準第 54項）｡ 

 

 
1 契約証書とは、①エネルギー生成に関する属性と一体となっている電気等の購入契約、又は、②電気等の購入契約か
ら分離された、エネルギー属性に着目して締結される契約のいずれかをいいます（気候基準第 6項(12)）。契約証書に
ついては、SSBJ ハンドブック「契約証書に関する情報」を参照ください。 

ロケーション基準による
スコープ2GHG排出量

契約証書に関する情報
又は

マーケット基準による
スコープ2GHG排出量

主要な利用者の理解に情報をもたらすために必要
な契約証書に関する情報がある場合
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5. ここで、マーケット基準とは、電気等の購入契約（分離できない契約証書が含まれることがある。）

及び分離された契約証書の内容を反映して、スコープ 2温室効果ガス排出を測定する方法をいい
ます（気候基準第 6項(11)）。 

6. マーケット基準により測定した数値には、企業の温室効果ガス排出削減の努力が反映されており、
ロケーション基準により測定した数値とあわせて開示することが主要な利用者にとって有用であると
考えられたことから、契約証書に関する情報に代えてマーケット基準によるスコープ 2 温室効果ガス
排出量を開示することを認めています（気候基準 BC143項）。これは、ISSB基準にはない、SSBJ
基準独自の定めとなります。 

 
具体的に、どの排出係数を用いるのか 

7. ロケーション基準及びマーケット基準は、いずれも、排出係数を用いた見積りによる測定方法ですが、
ロケーション基準が、特定の場所における平均的な排出係数を用いるのに対して、マーケット基準は、
電力事業者との個別の契約に基づく排出係数を用いる点で異なると考えられます。 

（スコープ 2温室効果ガス排出量の算定式） 
    温室効果ガス排出量 ＝  活動量 × 排出係数 × 地球温暖化係数 
                （電気等の使用量） 

8. ここで、気候基準は、具体的に用いる排出係数を特定していません。その代わりに、温室効果ガス
排出を測定するにあたり、見積りの方法による場合、企業の活動を最も表現する活動量と、当該
活動量に対応する排出係数を使用することを求めています。 

温室効果ガス排出を測定するにあたり、見積りの方法による場合、温室効果ガス排出を測定す
る基礎として、企業の活動を最も表現する活動量と、当該活動量に対応する排出係数を使用し
なければならない。（気候基準第 67項） 

9. この点、企業の活動により生成される温室効果ガス排出量は、その活動を行う法域におけるさまざ
まな影響を受ける場合があると考えられることから、「活動量に対応する排出係数」として、例えば、
企業が事業を営む法域（国若しくは地域等）又は活動が行われた法域に関連する排出係数を
優先すること（気候基準 BC171項）が考えられます。 

10. したがって、活動量に対応する排出係数を決定するにあたっては、企業が活動する法域の当局が
公表する排出係数又は企業が同じ法域においてベンチマークしている同業他社が用いている排出
係数等を参照したうえで、企業の活動を最も表現する活動量に対応する排出係数を選択すること
が考えられます。この際、我が国の「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下「温対法」とい
います。）における「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK 制度」といいま
す。）のための排出係数、「気候変動に関する政府間パネル」（ IPCC）又は「World 
Resources Institute」（WRI）等の組織が公表する排出係数を用いる場合も考えられます。 
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排出係数の例 
11. 2026 年 2 月末現在、以下のウェブサイトにおいて、排出係数の例が公表されています。今後、排

出係数は更新される可能性がありますので、利用の際は最新のものをご利用ください。 
 
（１）ロケーション基準（日本国内） 

 環境省 

https://policies.env.go.jp/earth/ghg-santeikohyo/calc.html 

日本国内において消費された電気等の使用量に乗じる排出係数については、例えば、上記
のウェブサイトにおいて公表されている、次の係数を参照することが考えられます。 
 

 資料等 排出係数 
電気 電気事業者別排出係数一覧 全国平均係数 t-CO₂/kWh 
ガス ガス事業者別排出係数一覧 代替値 t-CO2/千m³ 
熱 熱供給事業者別排出係数一覧 代替値 t-CO2/GJ 

 

（２）ロケーション基準（海外） 

 日本（環境省） 
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fw
ww.env.go.jp%2Fearth%2Fondanka%2Fsupply_chain%2Fgvc%2Ffiles%2
Ftools%2FDB_V3-5.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK 
上記データベースの中に、海外の複数のデータベースが紹介されています。 

 World Resources Institute (GHG Protocol)（英語） 
https://ghgprotocol.org/calculation-tools-and-guidance 

 国際エネルギー機関（IEA）（有料・英語） 
https://www.iea.org/data-and-statistics/data-product/emissions-factors-
2025 

 米国（米国環境保護庁 (EPA)）（英語） 
https://www.epa.gov/egrid/summary-data 

 カナダ（オンタリオ州）（The Atmospheric Fund (TAF)）（英語） 
https://taf.ca/publications/ontario-electricity-emissions-factors-and-
guidelines/ 

 欧州（欧州委員会）（英語） 
https://data.jrc.ec.europa.eu/dataset/919df040-0252-4e4e-ad82-

https://policies.env.go.jp/earth/ghg-santeikohyo/calc.html
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.env.go.jp%2Fearth%2Fondanka%2Fsupply_chain%2Fgvc%2Ffiles%2Ftools%2FDB_V3-5.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.env.go.jp%2Fearth%2Fondanka%2Fsupply_chain%2Fgvc%2Ffiles%2Ftools%2FDB_V3-5.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK
https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.env.go.jp%2Fearth%2Fondanka%2Fsupply_chain%2Fgvc%2Ffiles%2Ftools%2FDB_V3-5.xlsx&wdOrigin=BROWSELINK
https://ghgprotocol.org/calculation-tools-and-guidance
https://www.iea.org/data-and-statistics/data-product/emissions-factors-2025
https://www.iea.org/data-and-statistics/data-product/emissions-factors-2025
https://www.epa.gov/egrid/summary-data
https://taf.ca/publications/ontario-electricity-emissions-factors-and-guidelines/
https://taf.ca/publications/ontario-electricity-emissions-factors-and-guidelines/
https://data.jrc.ec.europa.eu/dataset/919df040-0252-4e4e-ad82-c054896e1641
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c054896e1641 

 英国（英国政府）（英語） 
https://www.gov.uk/government/publications/greenhouse-gas-reporting-
conversion-factors-2025 

 オーストラリア（オーストラリア気候変動・エネルギー・環境・水資源省）（英語） 
https://www.dcceew.gov.au/climate-change/publications/national-
greenhouse-accounts-factors-2025 

 ニュージーランド（ニュージーランド環境省）（英語） 
https://environment.govt.nz/publications/measuring-emissions-guide-
2025/ 

 
（３）マーケット基準 

マーケット基準に用いる排出係数は、通常、消費された電気等の購入先の電力事業者に対して、
確認することが考えられます。具体的には、「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準
（2004 年）」（以下「GHG プロトコル（2004 年）」といいます。）による温室効果ガス排出量を
開示する場合、「GHG プロトコル（2004 年）」に基づき、原則として当報告期間の電力契約ごとの
排出係数を使用することが考えられます。 
ただし、「GHG プロトコル（2004年）」のスコープ 2温室効果ガス排出に関するガイダンスであると

される「GHGプロトコル スコープ 2ガイダンス」では、報告企業がスコープ 2温室効果ガス排出の測定
にあたって用いる要素に関する情報について、それらの精度を踏まえた優先順位を例示しており、例え
ば、電力契約ごとの排出係数により測定する場合でも、特定の子会社など、マーケット基準により測定
できない部分については、ロケーション基準により測定することになることが示唆されています（気候基準
BC141 項）。このため、電力契約ごとの排出係数を把握できない場合は、当報告期間の末日におい
て入手可能な国際エネルギー機関（IEA）の国別排出係数等を用いることが考えられます。 
なお、温対法における SHK制度による温室効果ガス排出量を SSBJ基準に基づく開示に用いる

ことを選択した場合、温室効果ガス排出の測定にあたり、温対法における SHK制度に基づき、当報
告期間の末日において入手可能な、電力契約ごとの排出係数を用いることが考えられます。 

 
関連する SSBJハンドブック 

 「温室効果ガス排出の測定に用いる排出係数」 

 「契約証書に関する情報」 

SSBJ基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 
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